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令和２年７月２７日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

【概要】 

○ ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟（以下,「TVF 開発棟」という。）につ

いて,廃止措置計画用設計津波（以下,「設計津波」という。）に対する建家外壁の強度評価

について,波力及び余震との重畳を踏まえた津波荷重に対し構造強度を維持していること

を示す。（令和 2 年 7 月 16 日監視チーム会合にて報告）

○ TVF 開発棟における浸水の可能性のある経路について確認結果を示す。また,接続するト

レンチ（T20、T21）が浸水した場合においても建家内が浸水しないよう,トレンチの内壁とス

ラブの構造強度を維持していることを強度評価により示す。（令和 2 年 7 月 16 日監視チー

ム会合にて報告）

○ 建家外壁の強度評価の結果,浸水防止扉を設置している外壁の補強を要することから,当

該外壁の補強方法と合わせて令和 3 年 1 月までに浸水防止扉の強度評価を示す。（令和

2 年 7 月 16 日監視チーム会合にて報告）

○ 浄水配管,飲料水配管及び極低放射性廃液配管について建家内壁の壁貫通部からバル

ブ等までの区間における耐震性及びこれらの浸水防止対策に操作するバルブの耐圧を確

認したことから記載を修正した。

〇 津波波力が作用する外壁の壁貫通部のシール材及びモルタルが波力に耐えることを試験

にて確認したことから、その結果を示す。 

〇 TVF 開発棟では，T20 トレンチ内に敷設されている配管からの津波の流入を防止するた

め、対策として津波警報発令時に建家内の当該バルブを閉め，浸水防止ができることの有

効性を確認したことから報告する。また、当該バルブの操作手順書を作成する旨を追記し

た。 

【資料２-１】 
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4. トレンチの耐震性 

4.1 T21 トレンチ 

T21 トレンチは高放射性廃液貯蔵場（HAW）とガラス固化技術開発施設（TVF）

ガラス固化技術開発棟の間の約 30 m を結ぶ地下洞道であり，内部には高放射性

廃液を移送する配管が設置されている。T21 トレンチは，廃止措置計画用設計地

震動に対する耐震性について二次元 FEM を用いて詳細な評価（廃止措置計画変

更認可申請書の一部補正「令 02 原機（再）020」添付資料 6-1-2-3-4「配管トレ

ンチ（T21）の耐震応答計算書」参照）を実施し補正を行った。 

 

4.2 T20 トレンチ 

T20 トレンチは耐震 Cクラスに相当する構造物であることに加え，点検・保守

作業を実施するためのマンホール，換気口等の地表貫通口を複数有しているこ

とから，津波の襲来に伴いトレンチ内部が浸水するおそれがある。そのため，ガ

ラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟と T20 トレンチの接続箇所

が，津波の最大浸水深における水圧に対し十分な強度を有することを確認した

（「5.貫通部等の確認」参照）。 

また，T20 トレンチ内に敷設されている配管が地震や津波の影響により損傷し

た場合，配管内に浸水するおそれがある。そのため，ガラス固化技術開発施設

（TVF）ガラス固化技術開発棟と T20 トレンチの接続箇所の建家外壁を貫通して

いる浄水配管，飲料水配管及び極低放射性廃液配管について，建家内の配管経路

について調査した結果，ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟

内のバルブ等により水の浸入を防げることを確認（表 4-2-1 参照）するととも

に津波警報発令時におけるバルブ操作の有効性評価（別紙 6-1-3-3-1-2）を行った。

なお，これらの配管は定ピッチスパン法により設置されており，建家内壁の壁貫

通部からバルブ等までの区間については，いずれも廃止措置計画用設計地震動

時に発生する最大応力が許容限界以下であることを確認した。また，設置されて

いるバルブについては，いずれも 10K の JIS 規格フランジ（流体温度 120 ℃以

下の場合の最大使用圧力 1.4 MPa）であり，浸水により発生する荷重（静水圧）

に対し十分な裕度があることを確認した。
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表 4-2-1 T20 トレンチ内の配管が損傷した場合の影響 
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図 5-3-1 シール材（難燃性気密防水材）の耐圧試験結果（R2.7.15 実施） 
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図 5-3-2 モルタル充填の耐圧試験結果（R2.7.13 実施） 
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別紙 6-1-3-3-1-2 

 

 

 

 

 

津波警報発令時におけるバルブ操作の有効性評価について 

（ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟） 
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6-1-3-3-1-2-1

１．はじめに 

ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟（以下，「TVF 開発棟」という）では，

津波による損傷防止として TVF 開発棟建家貫通部からの津波による浸水の可能性について調査

を実施した。その中で，津波等により T20 トレンチが浸水し，内部に敷設された配管が損傷した

場合，配管内部に水が流入する可能性が考えられたことから，当該配管についてバルブ等の設置

状況を調査した。その結果，図 1-1 に示すバルブについては，T20 トレンチ内に敷設されている

飲料水配管の元バルブは常時開であることから，対策として津波警報発令時に建家内の当該バ

ルブを閉め浸水を防ぐ対応をとる。
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２．バルブの閉操作に関する有効性評価（作業時間の測定） 

本対策について，事故対処に係る単体確認試験という位置づけで，制御室に常駐している人員

が最も少ない状態（TVF 運転停止中の夜間）において，照明が失われた状態（電源喪失時）で，

1人の作業員のみで照明器具の確保及びバルブの閉操作を実施するとの想定で，当該バルブの閉

操作に関する有効性評価（作業時間の測定）を実施した（図 2-1 及び図 2-2 参照）。 

なお，津波警報発令時には TVF 開発棟 3 階以上のフロアへ避難することが定められており，

本対策が避難に影響を与えない時間として，バルブの閉操作の目標時間を 5分に設定した。 
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図 2-1 バルブ操作の有効性評価概要 
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３．バルブの閉操作に関する有効性評価（作業時間の測定）の結果 

TVF 開発棟における施設全体の事故対処設備の有効性については，現在「第 46 回東海再処理

施設安全監視チーム会合 資料 2-6」にて令和 3 年 1 月までに実施することを示した計画に従い

実施中であり，災害時の現場の状況，対策の優先順位等を考慮して評価する必要がある。 

当該バルブ操作単独の確認結果は，図 3-1 に示すとおり目標の 5 分以内で実施できることを

確認したが，今後，TVF 開発棟における施設全体の事故対処設備の有効性評価に含め，設計津波

の遡上波が敷地へ浸入するまでの時間を考慮した上で，作業員による対応が確実に実施できる

ことを確認する。また，TVF 開発棟と T20 トレンチの接続箇所の建家外壁を貫通している飲

料水配管からの浸水防止に係るバルブ操作についてはマニュアルを定め運用する。 
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 図 3-1 バルブ操作の有効性評価結果 
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